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伊　藤　陽　一
はじめに
本稿の課題は，政府統計活動において利用者本位を主要に体現する側面
について，国際的論議と実践の今日的到達情況を概括し論評することを主
にし，あわせて日本の社会統計学や政府統計活動に対して示唆する点を考
えること，である。
政府統計が作成・提供されるのは，もとより利用されるためであるから，
統計活動が統計利用者の要求を重視すること，利用者本位であることはあ
たりまえとも言える。しかし，過去において，あるいは現在でも一部では，
6この統計利用者として想定されるのは，現状の把握や政策立案・評価に関
わる政府機関だけであった。証拠に基づく（evidence-based）政策の形成
や論議が欠けている場合には，政府機関や議会ですら，統計機関から統計
利用者として重要視はされない。日本の政府統計活動は，分散型システム
であることによって,一部の政府機関のみを利用者とみて生産者本位で展
開され続け，政府統計活動への国民的信頼の獲得を戦略的に展開すること
なく，国民的な理解や支持を失ってきたかのようにみえる。
民間の企業活動では，もちろん売上高そして利益を増やすためにではあ
るが，総合的品質管理（TQM）活動が採用され，顧客（製品利用者）のニ
ーズ・満足度の把握が至上命令として追求されており，常識化しているに
もかかわらず，である。
しかし国際的には，利用者として，政府関係機関や企業等とともに一般
公衆=国民をはっきりと位置づけ，その権利や要求を配慮する論議と実践
が積み重ねられてきている。日本の政府統計活動においても，今次の統計
改革において国際的な先端部分からは大きな遅れをもって，一般公衆をふ
くむ利用者重視の見地が語られるようになった。
とはいえ，重要なことは単に「利用者本位」を語ることではなく，その
利用者本位を明確に柱だてして，統計活動の諸側面で具体化し実践するこ
とである。
カナダ1）やオーストラリアなどの統計先進国やEurostatを中心とするヨ
ーロッパ統計システム（以下ESSと略記）2）の，この20年間以上にわたる統
1） 統計活動の様々の面で「統計先進国」であることを自他ともに認めていたカナダ統計局であ
るが（伊藤陽一　2010c），2011年６月の人口センサスをめざす準備過程の2010年７月に詳
細調査票（長票）をセンサスとは異なる回答義務のない調査に委譲するという管轄の産業大
臣の突然の決定をめぐって，統計局長が辞任するという事態が生じている。重要なデータの
喪失を生み出しかねず，また統計界と政府サイドとの意見の重大な相違もあって注目すべき
である（伊藤陽一　2010d）。
2） 「ESSは，EurostatとEUの加盟国とアイスランド，ノルウェー，リヒテンシュタインおよびス
イスで政府統計を収集する統計局，省庁，機関および中央銀行からなる。加盟国は各国と
EUの目的のためにデータを収集し統計を作成する。ESSは，Eurostatの役割が，国家統計
7計の品質論とその実践は，利用者分類やニーズの検討，利用者満足度調査
をはじめとして，利用者本位を多方面で具体化するための一般的指針や具
体的事例を示してきている。本稿は，利用者本位のこの展開を，全体的概
観図を示したうえで，特に利用者本位の重要な柱について紹介・論評する
ものである。
しかし，統計先進国や国際会議での論議は膨大・多岐にわたり，刻々と
発展・変化している。筆者の調べには多くの見落としがあり，また，本稿
で取り上げた柱のそれぞれを詳論した上で，総論・総括に至ることが本来
的順序であろうかとも思うが，粗削りであってもまずは総論的な提示が必
要と考えた。各側面の背景や系譜的論議・実践に説き及ぶことを避け，ま
た詳細に立ち入っていないことを予めお断りしたい。
以下では，まず利用者本位思考を原則的にうたった主要文書を紹介し，
利用者本位の統計活動の全体図を試論的に示し，その中での大きな柱を各
節でとりあげ，最後に，日本の社会統計学と政府統計活動に示唆する点を
指摘する。
１．政府統計活動の諸原則と統計の品質論における利用者焦点の概要
1.1　諸原則での利用者重視
まず，現在の政府統計活動が依拠する原則諸文書をみる3）。
（1）「政府統計の基本原則」（1994年）は，その前文で「政府統計の品質，
ひいては政府，経済界および公衆の利用に供される情報の品質は，統計の
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機関との密接な協力の下に統計の調整の方法を推進することにおかれるネットワークとして
機能する。ESSの活動は，主としてEUの政策領域に集中しているが，EUの政策の各第とと
もに，調整はほとんどすべての統計分野に拡大された。ESSはまたその活動をOECD,国連，
IMFや世界銀行といった国際機関と調整している」（Eurostat　ウエブサイトから。伊藤陽
一　2009:2）
3） 1.1の（1）と（3）〜（5）の邦訳は（伊藤陽一2002）の資料１〜４．（2）は（伊藤陽一2009）
の３にある。原文タイトルもそこに示した。
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その他の回答者の協力が得られること，また，利用者のニーズを満たすた
め利用者と統計生産者とが協力することに大いに依存することを銘記しつ
つ……基本原則を採択する」といい，その原則１で，「政府統計は，経済・
人口・社会・環境の状態についてのデータを政府，経済界および公衆に提
供することによって，民主的な社会の情報システムにおける不可欠な要素
を構成している。この目的のため，公的な情報利用に対する国民の権利を
尊重するよう，政府統計機関は，実際に役に立つ政府統計を公正にまとめ
て利用に供しなければならない」という。
（2）「国際統計活動の支配原則」（2005年）は，10の原則とその各々での優
良な実践を示した。その原則３で「公衆は，機関の統計活動についての権
限について通知を受ける権利を持つ。優良な実践には以下のものがある。
◦統計活動プログラム4）に関する決定を公衆が入手可能にする。◦統計的
会合に向けての文書と報告は公衆が入手可能とする」ことを示している。
（3）LEG報告（2001年）は，ESSにおいて，1999年に諸国からの代表者か
ら構成されて出発したLEG（リーダーシップ・グループ）の成果である。
報告は，統計品質に関するヨーロッパでの2000年代の体系的取組みの出発
点で主要課題の論議と実践の方向づけを与えた。報告はトピックスの１つ
として４で「品質と利用者」をあげて以下を示していた。「政府統計におけ
る品質管理の要になる原理の１つは，利用者本位（Brackstone　1993）で
ある。しかし，利用者のタイプは多様であり，利用者と生産者の関係は非
常に複雑である。……１つの重要な理由は，（国家統計機関の主要な生産物
としての）統計情報は，公共財（民主的社会にとっての情報インフラスト
ラクチュア）として，そして私的財（個々の顧客から要求される特別あつ
4） Statistical Programとしてprogramというタームが多く使われる。その意味は，一般的な政
策や計画ではなく，個々の統計調査のプラン・実施規則等をさしている。日本では普通「統
計調査」と言うが，それはsurveyとして調査の実施をさしている。これらを鑑みて，プログ
ラムというカタカナで表現している。
9らえの分析）として，提供されなければならないという事実による。……」。
報告は，利用者と生産者の効果的な対話を確立するための多様な手段とし
て以下を列挙し，各々について簡単な説明をしている。◦統計審議会−統
計機関外の専門家が統計プログラムの一般的発展を議論する機関， ◦利用
者−生産者グループ（例えば，特定統計分野の諸問題を扱う統計審議会の
下部の委員会），◦利用者の大きな集団のニーズを探求する顧客調査，◦統
計の生産者と重要な中心的利用者との間での協定の定式化−例えば，英国
国家統計局の業務レベル協定（Service Level Agreement）―，◦多様な利
用に関する社会科学での研究， ◦社会科学や経済学，市場調査におけるパ
ートナーとの協力，◦統計数字の品質特性と可能な利用に関する利用者の
自覚を高める計画。
（4）ヨーロッパ品質宣言（2001年）は，原則の冒頭に「利用者焦点」をあ
げ，「われわれは，われわれの利用者にそのニーズに見合う製品とサービス
を提供する。内外の利用者のはっきりと述べられた，またはっきりとは述
べられていないニーズ，要求および期待が，ESSと，その加盟国，その従
業者および活動をガイドする」という。
（5）「ヨーロッパ統計実践規約」（2005年）は，以上の諸原則をヨーロッパ
統計活動に具体化する上でのより展開した規定である。規約の目的の１つ
に「利用者に対して，ヨーロッパ統計と各国統計機関は偏りを持たず，生
産・配布される統計は信頼に値し（trustworthy），客観的で信頼できる
（reliable）ことを示す」ことをあげ，15の原則と優良な実践の指標を示し，
これにそって各国での活動状態を検討するものとされ，実際に評価が行わ
れている。
その原則５は「公平性と客観性−統計機関は，ヨーロッパ統計を，科学
的独立性を持ち，客観的，専門的，かつすべての利用者が同等に扱われる
透明な方法で生産し，配布しなければならない」，原則11は「適合性−ヨー
ロッパ統計は利用者のニーズに対応しなければならない。指標11.1（指標
番号は筆者か添えた）利用者と協議し，既存の統計が利用者のニーズに対
利用者本位の政府統計活動
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応する点での適合性と実際的効用を監視し，利用者の新たなニーズと優先
度について助言（advise）する過程が整備されている。11.2　優先度の高
いニーズが満たされ，統計プログラムに反映されている。11.3　利用者満
足度調査が定期的に行われている」。原則15は「アクセス可能性と明瞭性−
ヨーロッパ統計は，明瞭で理解可能な形で示され，適切で便利な形で配布
され，支援となるメタデータとガイダンスを伴い，公平な基準で入手可能
で，アクセス可能であるべきである。指標15.1　統計は，適切な解釈や意
味のある比較を促進する形で提供されている。15.2　配布サービスは，現
代的な情報通信技術を，適切な場合には伝統的なハードコピーを使う。15.3
顧客企画の分析が提供され，実行可能な場合には公表される。15.4　研究
目的のためにミクロデータへのアクセスが許されることがある。このアク
セスは厳しいプロトコルに従っている。15.5　メタデータが標準化された
メタデータシステムに従って文書化されている。15.6　利用者は，統計過
程の方法とESSの品質基準に関して統計的生産物の品質について常に知ら
されている」ことをうたっている5）。
この他に各国統計機関が自らの統計活動全体が従うべき原則あるいは品
質宣言を，統計法以外に定めるケースが，2000年代にでてきており，その
中で利用者本位であるべきことを唱えている。例えば，オーストラリアの
ABS Corporate Plan （2005年12月制定）であり，ごく最近のものとして注
目されるのは，2007年の統計新法の制定によって統計改革を進めつつある
英国での，以前の文書を引き継ぎつつ新たに制定された実践規約と対応す
5） なお，ESSでの諸規定に関しては，2009年３月11日に定められた規則 [Regulation] (EC)
NO.223/2009が統計法と呼ばれており，基本的規定になる。この法律は後に表１にも示した
ように，原則（第２条）や統計の品質構成要素（第12条）を織り込んでおり，実践規約に
したがって活動を展開すべきことをうたっている。（なお実践規約は，暫時改定されるべき
ことも指摘している）。しかし「利用者本位」の指摘は弱い。全体としてEU加盟諸国とEU
の 統 計 関 係 機 関 − ヨ ー ロ ッ パ 統 計 諮 問 委 員 会（ESAC: European Statistical Advisory 
Committee） や ヨ ー ロ ッ パ 統 計 ガ バ ナ ン ス 諮 問 会 議（ESGAB:European Statistical 
Governance Advisory Board）等の委員会や欧州議会や理事会との関係等を規定することに
重きが置かれていることによるからと考えられる。（European Union 2009,  Eurostat 2010）
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る諸原則である（UK Statistics Authority 2009）。
以上から次の諸点を指摘できる。（i）各国や国際機関では，原則を明示
し，その具体化として統計活動を展開している。（ii）これら原則では，政
府統計の利用者として公衆がはっきり位置づけられている。（iii）統計デー
タの所在を含む統計活動の全体，そして統計データ利用に必要な諸情報は
利用者に通知するべきであり，これは利用者の権利でもあるとされている。
（iv）政府統計活動は利用者のニーズに応えることによって，社会的な信頼
を獲得できるとされている。（v）利用者のニーズを把握するために利用者
満足度調査や，利用者との対話の諸形態が活用されるべきとされている。
（vi）これらの原則等の基礎には，情報公開の精神，そして民間の企業活動
と同じように，（政府活動・）統計活動が利用者（顧客）本位であるべきと
図１　利用者本位の統計活動における利用者と生産者の関係
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する総合的品質管理の手法の適用がある。
1.2　利用者本位の統計活動の諸側面—総括図の提示　　
1.1にみた利用者本位の原則は，国際的には，現在の政府統計活動の各分
野で，より詳細化・具体化されて論議・実践されている。本稿は，その主
要な柱の概略を示そうとしているのであるが，まず全体図を試論的に図１
として描いてみた6）。国際的な統計の品質論は，利用者のニーズへの適合
性を検討するところから出発して，統計利用者に対して高い品質のデータ
とメタデータを提供するに至るまでの，統計機関内部の統計の品質管理と
品質文書の作成，品質の自己評価や同業者評価，そして統計生産者間の論
議や経験の交換をめぐっている。これに対して本稿は，品質管理を内部的
に展開している統計生産機関が，外部の統計利用者とどう対応・関係する
のかに焦点をあてている。従って，本稿でも，図でも，統計機関の内部活
動は捨象されている。
２．統計データの品質構成要素における利用者本位視角
１で紹介した国際的原則や各国なりの原則に基づいて，利用者に提供さ
れる統計データが備えるべき主要な品質構成要素とこれを大枠でとらえ，
区分する品質保証（あるいは評価）枠組みが論議されている。この品質構
成要素を各統計機関が様々にかかげ，またその枠組みにも違いがある。と
はいえ，枠組みの違いの検討等によって，相違は残されながらも，その主
張に関しておおよその理解はできる。各機関が掲げる品質構成要素を表１
に示した。
この品質構成要素の達成度を確認し，これらを利用者に伝え，また各構
6） この図は統計機関の内部過程を捨象している他，統計生産者−利用者関係にかかわる多くの
要因を捨象している。念頭には，Lars Lyberg （2006）が示した「（統計）品質の構成要素」
図があるが，関連諸要因を多数図示するまでには至っていない。
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合
衆
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の
B
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と
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つ
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て
は
，
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準
に
順
番
が
な
く
，
基
準
と
い
え
る
か
あ
い
ま
い
な
点
が
あ
り
，
○
と
△
で
示
し
た
。
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成要素の改善を継続するという実践自体が，統計利用者本位の思考に発す
る。構成要素の全体としては，表からわかるとおり，ESSは，適合性，正
確性，適時性と定時性，アクセス可能性，整合性の５つをあげ，カナダ統
計局は，これに解釈可能性を付け加えて6つとする。IMFは，前提的要件を
あげたうえで，誠実性 （integrity），方法論的堅実性，正確性と信頼性，サ
ービス可能性，アクセス可能性をあげている。筆者はこれら構成要素の概
念的検討を既に行ったので（伊藤陽一　2010ｂ），ここではESSとカナダ統
計局がとりあげる構成要素のうち，利用者本位を直接的に体現する要素の
要点だけを説明する。
2.1　適合性
この概念には，包括的な「現在および将来の利用者のニーズに見合って
いる度合い」という捉え方がある。しかし，利用者のニーズには当然，正
確で整合的な統計の入手があろうし，適合性は品質構成要素全体をふくむ
ものとも解釈でき，実際に正確性をもふくむという論議がある。より立ち
入って狭義に解釈すると，「関連統計の有無と使用概念の妥当性」がある。
使用概念の正しさに関しては，（i）利用者のニーズを反映，（ii）正しい概
念の使用，（iii）社会にとって適切な定義，（iv）現状を反映している，等
が焦点とされている。この狭義の把握は，現実反映性を重点としていた蜷
川虎三の「信頼性」概念に近いものをふくんでいる。しかし，目下の論議
は，広義と狭義の解釈をふくみ一義的な解釈に至っておらず，多様な意味
を持つニーズが語られる点であいまいさを持つといえる。
とはいえ，筆者は，利用者のニーズに応えるのが政府統計活動であると
するのは，政府統計が置かれている位置と環境からして全く当然のことと
考えるし，このニーズへの対応を主として意味する「適合性」が品質構成
要素の冒頭で語られることも，利用者本位を体現したものとして肯定的に
評価されるべきと考える。そして統計データにおける現実反映性の見地を
基礎に置きながら，ニーズにおける統計の内容（誰が，どれだけ多数が，
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どんな目的で，何を，どこまで，要求しているか，そしてこれを生産者側
の優先度に照らすとどうなるか等），そして，ニーズ実現のための資源や回
答者負担とのバランスを斟酌しながら，統計生産活動が遂行されることが
必要なのだとみている。
2.2　正確性，整合性と比較可能性
概念的には利用者が使用したい統計であっても，いわゆる非標本品誤差
＋標本誤差が，使用目的に照らして大きな場合には統計は使えない。とく
に非標本誤差の源泉の検討とこれを少なくする諸手段に関する研究や努力
が長く続けられており，本稿の付録に示したようにＱ会議でトピックごと
のセッションが設定されているのは当然である。しかしこの構成要素自体
には新しさはない。さらに，１つの統計データが適合性と正確性を持つだ
けでは，統計の広く深い利用にはつながらない。当該統計データの過去，
および当該データに隣接する関連統計データと結合して，現象をより多面
的に把握できることが必要である。ここで，隣接する他のデータとの概念
的─言い換えて適合性─および正確性での一貫性が必要になる。これが整
合性であり，特に，時間的比較や地理的比較に関して「比較可能性」が求
められることになる。「正確性」は不可欠であり，「整合性」，｢比較可能性
｣ も有用な統計であるために重要である。
2.3　適時性と定時性
適合性を持ち，正確性をもつ統計データであっても，利用者に提供され
る時点が，統計の対象が調査された時点から隔たっている場合には，一般
的にはデータの利用価値が下がる。特に，景気動向や失業動向に関する統
計データは，政策の立案・実施と直結しており，データが利用可能になる
時点が大きく問われる。調査対象時点と利用可能な時点との差の少なさが
「適時性」である。多くの場合に，統計データができるだけ速やかに発表さ
れることが期待されている点から，適時性は速報性と読み替えると分かり
利用者本位の政府統計活動
16
やすい。定時性は，データが予定された期日に発表されることを意味する。
ともに利用者にとって重要な構成要素である。
以上掲げた品質構成要素は，統計データ自体に内在するかあるいは随伴
する構成要素と言うことができよう。しかし，統計利用者，特に公衆をふ
くむ利用者にとっては，以下の要素もまた不可欠である。
2.4　明瞭性と解釈可能性
ESSは明瞭性を「統計の情報環境であり，統計に伴うメタデータ（文章
的情報，説明，文書他），グラフや地図その他の説明，統計に関する情報の
利用可能性（ありうる利用限界……），国家統計機関が利用者に提供する援
助など」（Linden, H. and Papageorgieu 2004：14）と説明する。筆者は明
瞭性というからには，あたりまえのことであるが，提供される文書の構成
やそこでの文章や用語の理解容易性をつけ加えておきたい。お役所的なあ
るいは学者的な難渋な表現やジャーゴンを避けるべきということである。
解釈可能性を６つの要素の１つとして掲げているカナダ統計局は，これを
「統計的情報を適切に解釈し，利用するために必要な補足的情報やメタデー
タの入手可能性を反映する。この情報は，通常は基礎にある概念，使われ
た変数と分類，データ収集と処理の方法，および統計情報の正確性の表示
を取り上げる」（Statistics Canada 2002：3）という。
ここでメタデータとは，データについての理解を助ける情報（=データ）
であり，統計的メタデータの場合には，具体的には上記のカナダの説明に
おける「（統計の）基礎にある概念，……統計情報の正確性」等をさす。統
計的メタデータの開発・配布に関しては，Ｑ会議でもほぼ毎回セッション
が設定されている。これについては，次項３で改めてとりあげる。
2.5　アクセス可能性
Linden, H. and Papageorgieu （2004：14）はこれを「利用者が統計にア
クセスできる物理的条件であり，配布経路，注文手続き，配達時間，価格
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政策，販売条件，媒体（紙，ファイル，CD-ROM，インターネット……）
他である。アクセス可能性の評価は，配布実践が多くの側面によって影響
されるので多くの形をとりうる。すなわち，（a）配布経路，（b）利用者が
製品を得る容易性，（c）入手できるデータセットの形（ミクロデータか合
計数か），（d）価格政策である」という。UNECEのVale，S （2008:86）は，
「もし利用者が必要とする書式でデータを容易に入手できなければ，あるい
は関連するメタデータを理解できなければ，データは例え完全に正確であ
っても，真の価値はわずかである」という。そのとおりである。そして，
必要情報の入手の容易化をはかる努力が続けられており，その発展もめざ
ましい。
2.6　その他の構成要素　　
その他に，誠実性（integrity），方法論的堅実性，信用性（credibility），
サービス可能性（serviceability）など，上にみてきた構成要素と内容的に
類似なもの，あるいは，統計利用者に届けられる統計データの内容をより
適合的で正確性をもつものにし，あるいは利用者がデータを利用しやすく
する制度的・環境条件等にかかわる構成要素が，他の機関によって提起さ
れている。制度的条件として語られることが多い「回答者負担」は，調査
を簡単にすればより正確な回答の獲得につながるが，詳細でないために利
用者のニーズと対立しうる要素である。「費用効率性」は，単に予算等の削
減を求めるものとして解釈される場合には，利用者のニーズを無視する方
向に働きかねない。必要な統計を，与えられた予算制約の下で，先端的ICT
を駆使し，システムと管理を適切な設計して効率的な統計生産が行われて
いるかを問う要因と解釈することが必要である。
以上の統計データの品質構成要素には，正確性に加えて，適合性，明瞭
性・解釈可能性，アクセス可能性など，統計利用者本位の見地からのみ提
起されるものがある。構成要素には，なお多義的であったり，あいまいで
あったり，これを使う機関間で異なった名称であったり，検討されるべき
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点も残されている。ニーズ論議について言えば，データ品質の構成要素論
議の中で分析が進んでいるし，本稿５でとりあげる利用者満足度調査によ
るニーズの汲み上げと検討もはかられつつある。あいまいさは次第に解消
されていくとも言える。これらの到達点は全体として，利用者本位思考を
中心に統計活動が推し進めるべきであるという認識が，政府統計活動に根
付いたことを示している。
３．統計データとメタデータ及び特に品質報告を含む関連情報の提供
上記のアクセス可能性でふれたように，統計機関が利用者による統計利
用をより容易にするために提供する情報に関しては，情報の内容と経路お
よび提供形態・媒体の発展がある。この発展は著しく，利用者本位の１つ
の重点なので，項を改めてここでとりあげる。
3.1　統計データと関連情報の提供に関する基本原則
カナダ統計局は「データ品質と方法を利用者に通知する政策」をすでに
1978年に作成していた。その2000年版には，以下の叙述がある（Statistics 
Canada 2000）。すなわち，「政策 １．カナダ統計局は，利用者が，統計局
が配布しているデータの品質の指標と基礎にある概念と方法に関する記述
を入手可能にする。２．統計生産物は，品質と方法に関する文書を，伴う
か明確に言及する。３．品質と方法に関する文書は，この政策の下にその
時々に発行されるような基準やガイドラインに一致する。４．……」。この
適用範囲については「この政策は，どのように収集され，引き出され，編
集されたものであろうと，そして配布手段や資金源にかかわらず，カナダ
統計局が配布する全ての統計データおよび分析結果に適用される」とする。
同じ文書に収録されている2002年改定の「基準とガイドライン」の「D. 原
則」は次のように言う。「１．利用者は配布されているデータの強みと限界
の両方を理解するために必要な情報を提供されるべきである。２．データ
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品質に関して利用者に提供される文書は，データの適切な利用における問
題として品質への自覚を促すべきである。３．方法に関する文書は，利用
者に対して，データが彼らの測定しようとしたものに十分に近似的である
かどうか，推定値がその意図した目的にとって受け入れ可能な許容誤差を
もって生産されたかどうかの評価を可能にするものでなければならない。
４．提供される文書は，明確で，十分に体系的であり，アクセス可能なも
のであるべきである。正確性の指標は，目的を持つ顧客たちが理解したり
使用したりする上で，技術的に難しいものであってはならない。５．方法
とデータの正確性の指標の記述は，利用者の理解を促進するようにいつで
も十分総合的なものであるべきである。６．データ品質と方法に関する文
書で提供されるべき詳細度の具体的基準はEに示される。それらは義務的
であるが最低限の要請である。それらの基準を超える必要は，利用者の便
益，あるいはより具体的には，以下の諸点に依存する。すなわち，◦デー
タ収集のタイプ，データ出所および分析，◦生産物の性格と目的，◦デー
タの利用の範囲と影響，◦配布の媒体，および，◦その統計プログラムの
総予算」。
その他にPARIS21・ノルウェー統計局共著の途上国・移行国向けのガイ
ドである『利用者に優しい統計の提示』（PARIS/Statistics Norway 2009），
UKの実践規約にそった国家統計家のガイダンス冊子である「政府統計の提
示と配布」（UK. Statistical Authority 2009）や，多くの国の ｢統計配布｣
の戦略やガイドラインには類似のことが指摘されている。
提供されるべき情報の種類は，まず内容的には，統計そのもの（集計デ
ータとミクロ統計），統計関連の補助情報=メタデータ，統計の品質，これ
ら全体に関する累積（データベース）情報，であろう。その提供・配布の
経路・提供形態と媒体に関しては，紙媒体，電子媒体，そしてインターネ
ットによる報告・提供がある。これらは，利用者が統計を理解でき，便利
で容易に入手できる形で提供するために重要なのである。以下では，デー
タベースの拡張や一元化の例，メタデータ，品質報告，また以上に関連す
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る文書化とアーカイビングをとりあげる。
3.2　統計の提供における具体的進展
（1）分散化していた統計関係情報の一元的集積　　分野データに対応する
異なる窓口を利用者が行ったり来たりする苦労をなくするために，統計デ
ータや統計メタデータ等をデータベースに一括することが，アクセス可能
性を高める諸要因のうちでまず重要である。集中型統計システムを持つ国
については，その統計局のデータベース自体が，その国の業務統計を除く
調査統計データと関連情報の全てを提供している。問題になるのは，分散
型統計システムを持つ国である。アメリカ合衆国の統計データの入手は，
インターネット普及前は直接足で，普及後はインターネット上で，担当各
省庁別に訪問しなければならなかった。その後，2000年に出発した
FEDSTATS （www.fedstats.gov）が現在では100以上の機関からの統計情
報を網羅している。分散的体制の弱点を克服するための統計改革で設置さ
れた英国の統計理事会（Statistics Authority）が構築した「国家統計のウ
エブサイト」（www.statistics.gov.uk/hub/index.html）は，より丁寧で専門
的な利用にも容易にアクセスできる内容を持っている。日本でも2008年に
「政府統計の総合窓口＝e-Stat」（www.e-stat.go.jp）が出発している。そし
て特に注目されてよいものが，国家統計機関のケースではないが，国連の
専門機関別に分散していた分野統計が一括されて，ワンストップ検索が可
能になったUNdataの2007年の構築とその後の発展である（Schweinfest，S 
and Holupka，M-J  2008）。これは，ICTとデータベース構築技術の発展に
依拠した作業の結果である。
この分野では，（i）ワンストップ検索可能とともに，画面と移動がどれ
だけ利用者にとって便利であるか，（ii）統計データの他に3.3で説明するメ
タデータ等関連情報がどれだけ貯蔵されており，検索・入手可能か，（iii）
分散型の統計生産システムの場合，この総合システムが，各分野機関での
利用者本位のサイト構築をさらに刺戟して発展を促し，それを総合システ
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ムに反映（フイードバックさせる）するという柔軟性を，管理責任の工夫
をふくめてどれだけ持っているか，（iv）利用者による検索の動きを（もち
ろん匿名性を持たせて）フォローして，データベースと画面の改善に連携
させるシステムを持ち活用しているか，が問われるだろう。
（2）ミクロ統計の提供　　2000年代のＱ会議では，ミクロ統計（Microdata）
のセッションは設定されず，スウェーデンのミクロデータのデータベース
であるMetadockを発展させるプロジェクトの報告があっただけである
（Blomqvist, K and Kristiansson, K-E 2006）。ミクロ統計の提供は，統計先
進国では1990年代までに既にひととおり普及している。提供の形は，より
立ち入った研究のために使用条件を厳密に限定する場合，公衆利用ミクロ
データ（PUMS: public use microdata samples）として統計機関がウェブサ
イトを通じて無料で入手可能にする場合，およびこの両者の中間的な場合
がある。いずれの場合も，詳細分析を目的とした数的に限られた専門的利
用者向けのものなので，品質会議では余りとりあげられなかったのかもし
れない。ミクロ統計提供に関する情報サービスでは，オーストラリア統計
局がCURF（Confidentialised Unit Record Files）の利用者向けの充実した
サイトを持っており，CURF Microdata Newsletterを発行している。ミクロ
統計の提供は，匿名化された個票という詳細データを活用できる点で，最
も有効な利用の形態の１つである。日本ではようやく一部の統計データに
ついて提供がはじまった段階である。ミクロ統計の提供の在り方が，秘匿
性を確保しながら，提供される統計種類や適時性をふくめて利用者に有効
かどうかは，引き続き検討・論議されるだろう。
3.3　メタデータの必要と発展　　
メタデータは，上記3.1のカナダのガイドラインでみたように，統計概念
等の統計データに関連する補助情報である。利用者が統計データを入手し
た場合，そのデータの単位や標識の概念・定義がはっきりしなければ，そ
して複数の出所からのデータの場合，定義や分類に照らして比較可能であ
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るか（そしてデータの品質が高いこと）を把握しなければ，それらデータ
の利用に進むことができない。したがって，統計データはメタデータを伴
ってはじめて利用可能になる。「統計情報の利用者は統計数字を自らの目的
に使用して良いかどうかを判断するときに，統計データと統計数の品質に
関するより詳細な情報とともに，統計情報の内容を説明する正確な満足い
くメタデータをますます要求している。統計情報の利用者は，メタデータ
と品質情報に，具体性，説明性，解釈可能性および使用可能性を求める。
そこでは統計的メタデータと品質情報の両方が，同じつながりの下に，利
用者が数的統計データを検索・入手して利用できる同じ場所で，容易に検
索し見ることができることを求められる」（Rouhuvirta, H.2006）のであ
る。この引用でメタデータとともに必要性が語られている品質情報の提供
は次項でみる。さて，ここでは，データが入手される場所（画面）でメタ
データが容易に入手できることが求められている。これによって，Q会議
でのメタデータのセッションでは，メタデータの内容と提供の形に関して，
標準の作成や画面構成をふくむ技術的論議が，それぞれの国や機関での開
発作業にそって論議されてきている。目下は，国連，Eurostat，IMF，OECD
や世界銀行が支持者となったSDMX （the Statistical Data and Metadata 
exchange）を基礎にした，そのヨーロッパへの適用版のESMS （Euro SDMX 
Metadata Structure）等をめぐっている（Ranta, J 2006）。
3.4　品質報告の諸形態とアクセスの容易化
　　　 −ウエブサイトでのワンストップ検索の強化等−
統計機関が提供した統計データの品質評価を統計利用者に伝える内容と
形態にも発展があった。Q会議でも「品質報告」セッションが常に設定さ
れてきた。統計品質ハンドブック，ガイドブックやガイドライン類は，品
質報告書の内容と作成方法を示しており，特に品質のレベル・達成度を具
体的に示す品質指標あるいはパフォーマンス指標が焦点となる。しかし，
本稿では立ち入らない。
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ガイドラインとしては，代表的には，カナダ統計局の「品質ガイドライ
ン」（Statistics Canada 2009），ESSの「標準品質報告」（Eurostat 2003， 
2009），フィンランド統計局の「品質ガイドライン」（Statistics Finland 
2007）等がある。この品質報告を統計利用者に伝える過程で，データの品
質を改善する過程が進行するという交互作用が生み出されている。とはい
え，品質報告にも，一般利用者向け，研究者向け，IMFその他の国際機関
向けのものがある。特に一般利用者は国際機関や研究者が求める詳細な報
告を必要とはしない。各種の品質報告の作成が統計機関には負担なので，
整理した形で負担の少ない作成の方向の追求もはじめられている（Kron, 
A. and Herzner，M. 2010）。
内容的には，多くの場合，２でみた統計品質構成要素ごとの叙述が示さ
れるが，統計データの基礎概念や簡単な作成過程の説明(メタデータ)を添
えることが多く，それによって品質説明を代替しているかのようなケース
がみられる，
（1）ウェブサイトで容易に参照可能な品質表示−オーストラリアとフィン
ランド　　筆者の観察では，オーストラリアとフィンランドの統計局の統
計データ提示のサイトが容易に参照できる点で優れている。オーストラリ
アのサイトでは，選択した統計表・図の画面の上部に「品質声明 （quality 
declaration）」へのリンクがあり，これをたどると局が採用している品質構
成要素−制度的環境，適合性，適時性，正確性，整合性，解釈可能性，ア
クセス可能について簡単な説明がある。そして統計データの画面の左端に
「説明ノート」，「語句説明」，「関連情報」など諸文書へのリンクがあり，そ
れらを参照した上で統計に戻ることができる。フィンランドの場合には，
統計データ画面の左端に，説明，品質解説，方法論的説明，概念と定義，
分類等へのリンクがあり，品質説明には，適合性，方法論の説明，正確性，
適時性，アクセス可能性，比較可能性，整合性・一貫性の記述がある。
（2）説明文書を参照する形−カナダ−　　カナダの場合には，これらウエ
ブサイト以外に，自らの調査説明文書を用意し，また監査局の評価とそれ
利用者本位の政府統計活動
24
への局から返答をふくむ文書が議会に提出されている等，説明は多層的で
ある（伊藤　2010c，117-126）。
（3）品質報告書の提示−アメリカ合衆国センサス局とBLS　　合衆国統計
機関における統計品質の提示は，ウエブサイトの統計データ画面において
直ちに取り出しうるところまで行っていない。とはいえ，例えば合衆国セ
ンサス局は，SIPP（Survey of Income and Programe Participation: 所得と
政策参加調査）（伊藤陽一 1999）について既に1980年代後半から，詳しい
品質報告書を定期的に用意していた。センサス局-BLS共同の「現在人口調
査：Current Population Survey」については，調査全体を説明した詳細な
冊子（Design and Methodology─Technical Paper 66）を定期的に更新して
おり，データ品質の章を設けている。センサス局のAmerican Community 
Surveyのウエブサイトでは，トップ画面に「データを得る」，｢利用者の道
具と助言｣，「文書」の項目があり，「文書」の中に品質に関連する説明をふ
くむ Design and Methodology とともに，データの正確性，品質尺度等の小
項目へのリンクを持ち，非常にわかりやすい。合衆国は，主要統計調査の
詳細な説明冊子を提供しているタイプといえる。
特に，ウエブサイトでの利用者に対するデータの提供や調査関連事項の
説明は，利用者によるカスタマイズを許すなど，双方向的な交信も取りこ
む形で不断に進化している。統計データの品質の説明に関しては，品質論
議ではランク付けの方法まで語られて，IMFなどではその提示まで行った。
しかし，評価レベルの格付けの困難性もあって，多くの説明では回収率，
無回答数，標本誤差の提示と調査関連の補助情報の提示にとどまっている。
ランク付けに安易に走らない点を評価するべきであるが，他方で，利用者，
特に非専門的利用者に対しては，品質表示が端的でないという問題を残し
ている。
3.5　関係者・利用者向けの統計教育・訓練情報等の提供
利用者をふくむ関係者に対して広く，統計機関の活動を周知させるとと
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もに，統計の入手・利用に関する利用者教育を強化する動きが，ウエブサ
イトでの教育・訓練を中心にして特にこの10年間ほどに広がってきた。筆
者の関心を引いた幾つかの事例をあげてみる。
①利用者（顧客）向けの教育・訓練。（i）フィンランド統計局。a.訓練コ
ースと注文に対応するコース，b 統計におけるe課程（eCourse in Statistics）
はオープンな自学自習者向けのものである。（ii）スウェーデン統計局
（Statistics Sweden 2010）。a.冊子，Statistics for everyoneの発行，b.局お
よび大学等での多様なセミナーの開催，ｃ.局自らによる会議 （conference）
の開催やジャーナリストの年次会議や学校での会議への参加を通じての利
用者教育や宣伝の実施。（iii）カナダ統計局。ウエブサイトは，「サービス
と統計の理解」の項に，調査参加者，分析家・研究者，学生と教員，メデ
ィアの利用者それぞれ向けの情報，の項を持つ。このうちの「学生と教員
向け」情報は，多くの層にわたって多くの統計教育のサイトを用意してい
る。（iv）オーストラリア統計局。ウエブサイトは “Understanding Statistics” 
の下に，学校，大学（学生，講師・大学人），図書館，メディア，小企業，
地方政府，州政府，連邦政府（証拠に基づく政策に向けた統計利用のガイ
ド）に向けた案内とともに，“ABS Training”を持つ。統計局によって有料
の訓練課程が広いトピックスについて用意され，要求による訓練も設定さ
れる。また自学自習用のオンライン・ビデオ・チュートリアルが用意され
ており，多くのトピックスについて利用者は反復練習が可能である。筆者
のみるところ，最先端の形態のひとつである。（v）UNECEが，2005年に
用意した冊子『データを意味あるものにする』（UNECE  2005）も，特に
統計利用の出発点での基礎的な訓練に役立つ注目すべき文書と考える。
②電話相談等への対応の充実。ほぼすべての国家統計機関が統計利用者か
らの問い合わせに対応するシステムを持っている。ここでも，問い合わせ
をたらい回しにしない工夫，またあらゆる問い合わせを記録しておいて，
利用者のニーズの分析の一手段とするなどが図られている。
ここでは，Eurostatがヨーロッパ統計の利用に関して用意したESDS 
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（European Statistics Data Support）をあげておこう。これは加盟各国が持
つESDSから出発して利用者支援（User Support）などのEurostatのサイト
を行き来して，ヨーロッパ統計データや情報の入手を支援するネットワー
クである。各国語の電話支援をふくめて多様な工夫が施されている。
こういった統計教育は，統計学，情報学，社会学，地理学等で調査論・
統計論として，大学で行われるべきものである。しかし統計学が数理統計
学に傾き，社会学の調査論は実態調査やケーススタディに傾き，利用者に
対して政府統計の生産や利用にあたっての基本知識を与えていない。そし
て，この点に関する教育を政府機関にすべて委ねてしまうのは，ときには
政府統計に対する批判的見地も必要な統計研究と教育にとっては好ましく
ない。高等教育におけるかなりの部分を，政府統計機関との協力によって
開発すべきであろう。
3.6　文書化と文書保存−統計関連情報の確保と貯蔵
（1）文書化　　Q2001の「文書化」セッションの１報告は，文書化は品質
の１つの要因であり，品質を記述するその文書自体が質を持つという
（Sundgren, B. 2001）。他の報告は，「文書化は品質の１つの重要な側面と
みなされた。実際に国家統計機関内の品質管理と利用者本位の配布政策は，
過程とデータの両方に関して，適切で，容易にアクセス可能で，読みとり
うる文書の利用可能性を求めている。国家統計機関は，まず，統計データ
と基礎になる生産過程の文書化の重要性を認識した。結果として，データ
品質を報告する必要とメタデータの役割の重要性の認識が不断に拡大し
た。しかしLEGは，総合的品質管理アプロ−チの採用は，文書化の概念を
一般的原則として，統計活動を支える行政過程といった国家統計機関が遂
行するすべての活動に拡張することを求めることに同意した」（Blanc，M 
＆others 2001：3）といい，国家統計機関が，文書化のために時間の不足
と費用問題に直面すること，このために既に作成された情報の再利用，文
書化活動の標準化を助ける情報システムによって，費用を削減し，失敗の
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経験をも活かすものになることを指摘した。この報告は，諸次元として文
書化の種類，文書化の対象，生産過程と配布過程での文書化，文書化推進
の手段をあげ，スウェーデン，フランス，イタリア，英国の文書化活動を
検討し，システムを提案している。
（2）文書保存（アーカイビング）　　文書化は，利用者サービスの１手段
であるだけでなく，統計活動の改善のための手段であるが，それら文書を
保存しながら，再利用に供するための文書保存（アーカイビング：
archiving）も，もう１つの重要な手段である。多くの国が行政活動におけ
る諸文書を保存して，行政の透明性の確保を図り，また研究者や公衆が歴
史的にも政府活動を検討することを促進して民主的統治の基盤とするため
に，公文書法を持ち公文書館を持つ。アメリカ合衆国の公文書制度には優
れたものがあり（伊藤陽一 2007a，b），日本からの研究者が，日本では廃
棄・隠滅され，あるいは合衆国が持ち去った資料をこの公文書館で調べて，
日本の外交や占領政策等の重要な事実を明らかにしている。とはいえ，本
稿で注目するのは統計関係文書の保存である。フィンランド統計局は
（Statistics Finland 2007：117），文書保存の目的は「将来のデータ収集，ロ
ンジチュージナルデータと時系列の形成，異なる研究，および情報サービ
スに向けて，データの保持と再利用を保証すること」といい，「国の記憶」
を確保することであり，「知的資本の蓄積」なのだという。また，文書保存
されたデータにおける説明が高品質であることが，データの活用と正しい
利用にとって重要であるとみる。文書保存管理の中心的機能は，保存時間
と文書の様式の決定と文書保存計画を維持することであるとし，その業務
には，「◦データの数値的評価と査定，◦価値あるデータの保存，◦保存デ
ータの体系化とカタログづくり，◦研究目的のための借り入れと貸し出し，
◦文書保存されたデータについての情報サービス，◦不必要なデータの処
分，そして，◦非常事態に対するデータの保護」があるとしている。統一
的ファイルシステムを利用した文書保存において，ファイルシステムでの
叙述は，「常にデータの活用の容易性と，将来の正しい利用を保証するため
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に注意深く作成されるべき」ともいう。
日本でのこの点の認識は，政府活動の文書化と保存を重ねて，これを公
開していく文化の浅い日本政府･社会の在り方にも影響されて，統計機関に
おいても希薄で推移してきたように思われる。繰り返し見てきたように，
文書化と保存は，統計への社会的信頼を獲得する上で不可欠の統計活動で
ある。調査票をその都度消却・廃棄することの是非の検討をふくめて，こ
れを広い認識にしなければならない。
４．統計利用者の区分と利用者満足度調査
本稿ではこれまで利用者本位や利用者のニーズへの対応を一般的に述べ
てきた。しかし，利用者にも種類がある。本項では，利用者の分類と利用
者満足度調査をとりあげる。
4.1　統計利用者の区分　
まず利用者がどう区分されてきたかである。すでに顧客/利用者満足度調
査が利用者種類別に行われているし，本稿の3.5でみた統計教育・訓練情報
の提供が利用者部類別に行われるなど，各国の実務の中で実質的に利用者
の区分が採用されている。ここでは，各国あるいは国際的に多様な区分の
中から幾つかをみる。
（1）３区分　①ニュージランド統計局。　　Lauren Wood（2005:1) は
2006年センサス結果の生産物の配布サービスに関わって，図２を示しなが
らニュージーランド統計局の以下の読者(audience）モデルを説明してい
る。「公衆(public)読者は，社会のすべての成員からなり，個人的立場ある
いは他の機関のために情報を求めている。関係職（professional）読者は，
政府，民間および教育部門の専門家からなり，政策立案や他の高いレベル
の活動のために統計を利用し，分析する。専門的（technical）読者は，統
計方法の分野で活動している専門的およびアカデミックな統計家，プラス
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熟達したデータ利用者からなる」。
②オーストラリア統計局。　　この区分は当初，オーストラリア統計局が
2008年５月のUNECEのワークショップに提出し（Australian Bureau of 
Statistics 2008），これをさらに，2008年５月末の国際機関の品質会議で
UNECEのVale,S（2008:1-2）が丁寧に説明した。報告者は，「利用者を以
下の３グループに区分することが急速に一般てきになっている」という。
すなわち，◦「旅行者（Tourists）」− 初心者あるいはひんぱんではない利
用者であり，典型的には個人的利用者の大半である。彼らは，好奇心から
か個人的判断の情報を得るためのいずれかで，基本的データを探している。
彼らはデータを速やかにかつ容易に見つけ，見ることができることを望み，
複雑さのレベルで低いものを好み，限られた機能だけを必要としている。
その要求からみて品質要素では，データの論理的で明確な提示とともに，
アクセスと検索の容易性により焦点を当てるべきである。国際的脈絡では，
彼らは言語について最も要求が大きい，とみる。◦「収穫者（Harvesters）」
−基本的研究あるいは経済的判断のために情報を得ようとしてデータを探
している中間的でかなりひんぱんな利用者である。彼らは，複雑性が増し
ても，それがデータを見てダウンロードできる形で追加的な機能や柔軟性
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をもたらすなら，受け入れる。◦「鉱夫（Miners）」−一般的には数は少な
いが，定期的に膨大なデータを−詳細な研究あるいは分析のためが多い−
使う専門的利用者である。彼らは，高いレベルの機能と柔軟性を望み，デ
ータ・インターフェイスの使用方法を学ぶために何らかの時間をかけるこ
とをいとわない」。
「収穫者」と「鉱夫」は，関心を持つデータそのものを選んでダウンロー
ドができ，統計の配布ではデータベースアプローチをより好む。データを
見つけると，両グループとも，多様なフォーマットで部分セットを引き出
し，ダウンロードすることを望む。しかし，両者は，「収穫者」が限られた
機能の，相対的に単純なインターフェイスを選ぶのに対して，「鉱夫」はよ
り多くをできることを望み，典型的には統計データベースを使う点でより
専門的である，と区分される。
オーストラリア統計局は，これらの区分と対比して，利用者に対応した
ウエブのデータ・インターフェイスの在り方を検討している。
（2）より詳細な利用者区分の諸例　　①Eurostatのハンドブックは（Eurostat 
2009：100），Eurostatの次の分類を，各国で直ちに適用可能なものとして
あげている。すなわち，（i）機関（ヨーロッパレベル，加盟国，国際機関），
（ii）社会的活動者（ヨーロッパ，国，地方レベルの雇用主団体，労働組合，
ロビー・グループｊ.（iii）メディア，（iv）研究者・学生，（v）企業・ビジ
ネス界，（vi）Eurostat内部，である。このハンドブックは，他の利用者分
類例として，②1998年の英国ONSの分類，③OECDの非観察経済の測定か
ら見ての分類，④1990年のオーストラリア統計局による経済統計戦略での
分類，（iv）2006年のオーストラリア統計局の分類，をあげている（：98-
99）。⑤次項4.2の（3）で示すESSの利用者満足度調査のタイプ分けにもよ
り詳しい区分がある。また，⑥本稿の3.5でみたオーストラリア統計局の教
育情報提供先の区分もある種の利用者区分である。
上記のうち，（1）の３区分は，統計利用者には異なるニーズを持ち，大
きさも異なるグループがあること，そして統計機関が果たすべき利用者サ
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ービスも単純ではないことを端的に想定させるために役立つ。とはいえ，
利用者のニーズに丁寧に対応する上では，（2）で一部示したように，提供
するサービスの種類や手段に対応して，利用者を更に細かく区分すること
が必要である。これに関しては，メディアの社会的影響の大きさを考慮し
て，メディアに対する情報提供や統計教育に関する指針などもかなり作成
されている。一般公衆に対してのアクセス可能性・明瞭性の点でのサービ
ス強化とともに，メディア，学校，そして「鉱夫」的な大学等へのサービ
スの強化が進んでいる。
4.2　利用者（満足度）調査−方法論議と実際　
一般社会での利用者ないし顧客満足度の調査は，当初は民間企業で行わ
れ，また一部の政府機関が採用する中で，1990年代から政府統計機関でも
企画あるいは実施されるようになった。Q2001では，顧客満足調査に関す
る２セッションが設けられた。Q2008とQ2010にもセッションがある。こ
こでは，ESSにける調査の実情と方法論に関する基本的文書であるESSの
2003年報告書と2006年の方法のガイダンス文書をみる。ESSにおける品質
論議と実践の出発点になった品質に関するLEGの2001年報告は，顧客調査
（Customer Satisfaction Survey: CSS−以下この略語を使用）を，利用者/顧
客との接触/関係−統計審議会，利用者-生産者集団，協定，社会科学での
研究や協力等−の１つとして位置づけ，「利用者のニーズを探り当てる重要
な道具であり，潜在的利用者からのフイードバックは政府統計の計画過程
に統合できる」とし，その勧告No.7は，CSSの設計，実施，分析を指示し
ていた。これを受けて，「最新プロジェクト」が各国での満足度調査の計画
と実施の全体的状況を把握するために実施された。その報告書が2003年の
報告書である。
（1）2003年報告書（Cassel, C.＆others 2003）　　この報告書は，2002年
末に，EUとEEA諸国に送られたCSSに関する調査票に基づいている。付録
に，調査結果の詳細な一覧と，各国で行われた満足度調査の調査票が収録
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され，調査から得られた知見を示している。すなわち，①現状としては，
（i）18カ国中17カ国が顧客・利用者の定義を持ち，16カ国がその分類を持
つ。最もひんぱんに言及されている区分は，公的部門，メディア，研究部
門，一般公衆，ビジネス界および国際機関，であり，約半数の国が主要な
利用者として重きをおいている区分に，行政，省庁，Eurostat，メディア，
研究者，経済界がある。（ii）16カ国が，顧客・利用者登録を持つが，うち
７カ国は，支払いのある顧客，予約者，ウエブサイトの登録利用者といっ
たある分野についてだけの登録簿であった。利用者の横顔を把握する情報
に関しては，18カ国中12カ国が最も共通する情報として，顧客が購入した
生産物のタイプ別をあげた。顧客の職業，購入頻度，購入方法の情報を記
録している国（フランス）もあった。（iii）16カ国が何らかのCSSあるいは
イメージ調査（image study）を実施したか計画中であった。CSSのタイプ
として，一般的CSS，イメージ調査から「有料」購入者調査に至る11区分
のいずれに重なるかが質問された。結果は，国別・タイプ別に開始年を示
した一覧表（同書 表１，p.7）にまとめられた。最も多いタイプは，一般
的CSS，ウエブ利用者へのウエブ調査，印刷出版物に付された調査票，で
あったことを述べ，国別の特定のCSSに言及している。（iv）３分の２の国
が，機関内にCSSの責任部署を持ち，５カ国が外部委託であった。（v）不
満の管理に関して，システムを持つ国，計画中の国，持たないし計画もな
い国，の３大区分がとられた。②CSSの計画に関する情報としては，（i）
CSSのタイプ別の詳細情報として，国別，調査のタイプ別に調査事項等の
詳細−例えば，一般的CSSでの顧客中の目標集団の認定方法，調査対象人
数，無回答率，満足度のみの調査か満足度＋期待の調査か，調査票で使わ
れる尺度，満足度指数を算定する国もある等々−を示している。（ii）調査
票の実例の中から，短い一般的調査票は回答率を高め，長い詳細調査は回
答率を下げること，満足度の尺度には，５点満点評価，１が極度に満足で，
５が不満足，異なる調査票ごとに３段階から10段階評価を使う，７段階評
価，４までが不合格で５-10で合格とするなど様々であること，大部分の調
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査票でクロス表やグラフによる分析が可能であり，期待と経験の関連の分
析が行われていること，を述べている。
（2）2006年の方法論的ガイド（Cassel, C. 2006）　　顧客とは生産物・サ
ービスを有料で購入する者であり，利用者とは無料で受け取る者であると
区別し，調査に当たっては，利用者の確認と分類，回答率，調査票の設計，
結果の分析，という問題があると言い，以下を述べている。
①顧客ごとの統計機関との接触には，（a）ある問題に関してデータの有無
を恐らくはウエブを通じて検索する，（b）電話あるいは郵便/e-メールで問
いかける，（c）データを作ってほしいと考えて会合する形，がある。②目
的と目標集団には，（i）単なる関心−一般公衆，（ii）記事の為の事実−メ
ディア，（iii）研究のためのデータ−研究者，（iv）調べのため−機関で働
く者，計画目的−会社や機関で働く者，があるとみて，それぞれの目標集
団との接触手段をウエブ，電話，郵便/eメール，訪問に分ている。③調査
では，顧客の意見を追跡する監視のための調査−総計データを収集すれば
良い−と，機関のサービスに対する顧客の満足度の改善のための情報を得
る調査−サービス種類ごとの詳細な調査が必要−を区分する。④また，a.ウ
エブサイト上の簡単な調査，b.指定された要求結果を配布する際のフォロ
ーアップ調査，c.顧客登録簿からの顧客の選択による調査，に分け，その
特徴と得失を指摘し，スウェーデンとイタリア統計局の例を紹介している。
データの分析の部分では，総合的満足度は，適時性，職員の能力，費用，
職員のサービス精神，結果の品質，データへのアクセス可能性，その他な
ど異なる側面の品質構成要因を顧客がどう感じるかによると言い，顧客に
よる構成要因分野ごとの10点満点での評価，そして隠性変数（latent 
variables）【直接的に測定可能ではない概念−態度，モチベーション，満足
など。対比されるのが明白変数（manifest variables）で，性，年齢，重量
など直接的に測定可能な概念である】を用いた構造方程式を構想している。
結果分析では，顧客満足度指数を作成する試みも論じている。
（3）ESSのハンドブック（Ehling, M. and Kormer, T. ed. 2007）　　これ
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は，上記（２）のCassl, C. 等による区分を前提し，表２の利用者調査のタ
イプを掲げている。
１ 一般的（「伝統的」）利用者調査：（構造的モデルを伴う利用者の満足を測定する調査をふくめて）生産物/サービスの既知の利用者に向けられた（部分的に）標準化された調査票
２ イメージ調査，「信頼度の調査」（市民，一般公衆：世論調査，マスメディア分析）
３ 電話，手紙ファックスおよびｅ-メイルによる利用者との契約/質問/不満の登録
４ 主要な利用者（重要な利害関係者）との（会っての，郵便/e-メイルによる）(質的）面接
５ (特定の出版物による利用者満足度についてのデータの収集のための）印刷された出版物に追加された調査票
６ ウエブ利用者へのウエブ調査票
７ （郵便/e-メイルによる：利用者満足度に関する情報の，新聞発表を伴う収集のための）新聞向け発表の受け取り手宛ての特別な調査票
８
新聞記者会見，専門家会議，国家統計機関の訓練課程への参加者向けの特別な調査票（各
会合での利用者満足度についての情報を収集するための，会議の際のフイードバックシー
トの配布）
９ 統計データバンクの利用者向けの特別な調査票（郵送/ウエブに基礎をおく/e-メイルによる；データバンクを伴って，利用者満足度についての情報を，収集するために）
10 データショップ/図書館の利用者向けの特別な調査票（利用者への配布，提供とサービスを伴っての利用者満足度に関する情報の収集のために）
11 「支払っている」利用者に焦点をあてた特別な調査（「販売統計」からのアドレス/情報）
出所　Cassel, C., Jarnbert, M., Holzer, W., Barbieri, G. & Tiddi, A.(2003) p.6 
表２　利用者調査のタイプ（ESSによる区分）
（4）実施状況　　上の2003年報告書は，ESSでは18カ国中17カ国で実施あ
るいは計画中であると言い，2006年報告書では，同業者評価の前提として
行われたHCPI（Harmonized Indices of Consumer Prices）の満足度調査に
ふれ，2007年報告書では，2005年の加盟国への調査で，28カ国中18カ国が，
年２回あるいは１回を中心に利用者調査を実施していることを伝えてい
た。Eurostは2007年から，各国統計機関の判断に応じて，Eurostatの標準
的調査票を使うか変形して，ヨーロッパ利用者満足度調査を開始した。こ
れは２年ごとの一般調査と特定問題あるいは特定統計分野に関する不定期
の調査からなる。2007年調査は，Q2008のセッション10で（Ecochard，P.and 
others 2008）が，2009年調査は，Q2010のセッション11で（Clarke，S.2010）
が，概要を報告し，知見と改善方向を指摘している。なおQ2010では，ス
ウェーデン統計局から満足度調査を中心とする報告があった（Cronsioe，
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C. 2010）。最近の制度改革によって顧客サービス省とその下でのマーケッ
ティング係（Unit）が設置され，利用者調査や特に主要な利用者を訪問し
てニーズや意見を深く汲み上げる活動をはじめたことや，なお残されてい
る課題等を示している。スウェーデン統計局は早くから利用者満足度調査
に取り組み，また顧客満足度指数を1993年から作成している。ESSの体制
に従いながら，独自にISOの認証基準やヨーロッパ品質管理基金の枠組み
にそって，一般的な利用者ではなく主要な利用者をより詳細に調査・面接
する方向を模索している点などで注目される。
以上では，政府統計への信頼度等を問う意識調査をふくめていないが，
これも利用者満足度調査に隣接するものとして一定の意義を持つ。これら
調査は，統計機関が多様な利用者の多様なニーズを把握し，これに応えて，
信頼と支持を獲得する上で重要である。満足度指数の意義をふくめてこの
理論や経験を検討することも必要と考える。
５．統計利用者と生産者の直接的対話　　
統計生産者は，前項でみた利用者満足度調査等によって利用者の期待や
評価を一部汲みとることができ，収集された意見を基礎に，集約と評価の
文書の作成でフィードバックがあれば，利用者から作成者への一方交通に
とどまらない緩い形の対話ともいえる。パブリックコメントの募集や公聴
会も，これを受けた機関側の責任あるレスポンスがあれば対話の形態とい
えるが，より積極的な形は，利用者と生産者の直接的な意見交換・対話で
ある。
5.1　利用者との対話の諸形態
Ｑ会議ではこの問題に関して全体的に整理した報告はない。そこで筆者
な り に 諸 文 献（ 例 え ば，Blanc, M & others 2001, Allen, R. 2001, UK 
Statistical Authority 2010など）を参照して整理すると，統計利用者−生産
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者の対話の形態には以下がある。
①統計審議会−利用者代表と生産者が参加する，②生産者と利用者の会合
−統計審議会の下部の小委員会，諮問（advisory）グループなど，③生産
者と特に重要な利用者間の公式の協定を結んでの生産物・サービスの提供，
あるいは利用者側からの貢献，④社会科学での生産者と利用者の共同研究。
以上のうち，①と②は，生産者と統計研究者をふくむ利用者が一堂に会
してはいるが，人数的には少ないので，利用者全体のニーズが全面的に把
握されるとは限らない。このメンバーがどのような基準でどう選出されて
いるかも問題である。多かれ少なかれ，各国ともこれに類似した組織を持
っているが，利用本位の方向を打ち出すに到らず，利用者ニーズを汲み上
げてこなかった場合が多い。③には，ミクロデータその他の特定の製品･サ
ービスの有料のオーダーメードでの提供の例があり，利用者の望む製品・
サービスに関して詳細な打ち合わせ･検討も行われる。また大学や研究機関
の利用者が，製品・サービスの効果的な提供の形について提案をすること
もある。④は，特定の統計分野の問題に関して，大学や研究機関と共同研
究をするものであり，共同作業の中で，生産者は提供されるべきデータに
関する理解を深めることができる。とはいえ，③も④も生産者が大学･研究
機関などの専門的統計利用者のごく一部と対話する形である。大学等との
連携に関しては，アメリカ統計学会・全国科学基金・BLSのフェローシッ
プ，BLSとセンサス局のポスト・ドクター･プログラムの提供がある。ルー
マニアには統計機関での学生の実習制度がある（Eurostat　2008：12）。
③，④は統計機関が研究分野との連携を強める動きであり，かなりの国に
あると思われる。とはいえ，これらが，研究的利用者全体や広い一般的統
計利用者のニーズを汲み上げることはより難しいだろう。そこで，⑤統計
活動全体あるいは特定データ等に関する広い利用者との生産者の対話につ
いて，筆者が注目している幾つかの例をあげる。
5.2　広い利用者との対話の諸例　
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（1）アメリカ合衆国　　合衆国では，まず議会に特定統計に関す小委員会
が幾つも設置されており，統計利用者と生産者の間に立って，その公聴会
が，統計の問題に関する多様な利害関係者の賛否対立する見解を聞きだし
ている。そして，合衆国の統計機関には各界の代表をメンバーとする諮問
委員会の伝統がある7）。省庁ごとの諮問委員会によって異なるが，各界と
は，利害関係者，当該統計利用者団体，産業界，学会，労働団体等からの
代表である。例えば，①センサス局は，現在７つの諮問委員会，すなわち，
「2010年センサス諮問委員会」（20名。地方の全国団体，マイノリティと特
定の人口−障害者，季節移民農業労働者−に関する利害関係者，連邦統計
に関する専門的学会協議会［COPAFS: Council of Professional Associations 
on Federal Statistics］，公共データ利用者協会［APDU: Association of Public 
Data Users］，住宅統計利用者グループなどの利用者，からなり，任期2-3
年），人種・エスニシティに関わる５つの諮問委員会，そして「専門学会に
よるセンサス諮問委員会」（36名。アメリカの経済学会，統計学会，マーケ
ッティング学会，人口学会から。３年任期で年２回の会合）を持つ。②労
働統計局（BLS）は，データ利用者諮問委員会［DUAC: Data Users Advisory 
Committee］（20名以下。労働団体，産業界，研究機関，アカデミー，政府
委員会から。３年任期，再任あり），連邦経済統計諮問委員会［FESAC: 
Federal Economic Statistics Advisory Committee］（約14名。政府機関から
の専門家。３年任期，再任あり）を持つ。③ 農業統計部（NASS）は，a.農
業統計諮問委員会を持ち，b.データ利用者会議が毎年行われている8）。
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7） 1980年前後までのBLSを中心とする委員会体制を論じたことがある（伊藤陽一1983:142）。
この前後の一連の論文は，主として議会の小委員会等での公聴会資料によっていた。
8） Q2001では，NASSから，データ利用者会議の他に，◦特定問題の利用者会議があり，「2000
年の会議では既存のデータを批判し，プログラムの修正への優先度を評価した」こと，◦閉
鎖した場での説明会（Lock-up Briefings）。センシティブな統計に関して条文と長官の署名
の下に限られた関係者とアナリストに対して行われる。◦生産物ごとの会議があり，多くの
生産物の生産者組織が持っている統計委員会との論議をする，◦顧客サービス事務所がある，
ことが報告された（Allen, R.2001）。これらの体制が2010年時点で継続しているかどうかは
ウエブサイトからは探れなかった。
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（2）カナダ統計局　　局は情報ニーズに見合うという統計の適合性を維持
するために多くの諮問グループに頼ると言い，諮問グループとして，①国
家統計審議会，②専門的諮問委員会，③主要省庁との二者間関係の維持，
④統計政策に関する連邦─州─準州諮問会議，をあげ，⑤利害関係者とし
て，（i）公衆とメディア，（ii）政府，（iii）産業界と労働組合，（iv）アカデ
ミー，（v）海外・国際機関，をあげている。
（3）オーストラリア統計局　　局はその07-08年「年次報告書」第９章を
「統計の利用者と生産者の交わり（engagement）」として次をあげている
（Australian Bureau of Statistics 2008:26-27，97-107，270-275）。すなわち，
（i）「オーストラリア統計諮問会議」（統計法1975に定められている）［統計
生産者と，地方，産業，労働団体，アカデミー等から10〜12名。任期は座
長は５年，委員は３年で再任あり］，（ii）利用者グループ・諮問グループ
（局が設定した特定統計に関する66の全国的グループ，11の州政府グルー
プ），（iii）政府機関統計利用者との局あるいは省庁側の主催による会議，
（iv）州政府の統計利用者グループとのフォーラム，（v）NGOおよび政府
機関からの代表者とのフォーラム，（vi）諮問，（vii）外部での検討依頼，
（viii）議会による検討。
（4）英国統計理事会　　最近の文書は（Statistics Authority 2010:chap.９），
利用者の意見を吸い上げる機構として以下をあげる。（i）正式の書面によ
る相談，（ii）公式の利用者審議会あるいは諮問機関，（iii）非公式の利用者
グループ，（iv）利用者との個人的接触および会合，（v）市場調査，（vi）ウ
エブでの道具・政策9）−ここで，ウエブベースのフォーラムなどを推奨し
9） この文書は英国統計システム傘下の一地方・スコットランド統計局のウエブサイトScotStat 
（www.scotland.gov.uk/Topics/Statistics/scotsat）に注目している。これはスコットランド
統計の利用者と提供者のネットワークで 特定の統計に関心を持つ者の間のコミュニケーシ
ョンの改善と，特定の統計問題に関するワーキンググループの設置の促進を狙っている。メ
ンバー登録によって統計に関わる諸問題を諮問できる。この諮問には，スコットランド統計
局とScotStatの委員会をふくめた20の問題別委員会（農・林・地方統計，ビジネス，児童・
青少年……）が対応する。このネットワークはウエブ上での意見交換を主にしているが，関
係者の年次会合も行われている。
39
ている−，（vii）ニュースレター，（viii）一般的な調査・顧客関係管理。
英国において注目されるのは，王立統計学会の支援で早くから組織され
た統計利用者会議（SUC: Statistics User Council）の歴史を引き継いで新
たに設置された統計利用者フォーラム（SUF: Statistical Users Forum. 
www.rss.org.uk/suf）である。SUFのメンバーは，王立統計学会からの審
議会，政府統計部会，社会統計部会の３機関，ジェンダー統計利用者グル
ープや労働市場統計利用者グループをふくむ16の利用者グループ・ネット
ワーク，センサス配布者協会10）などをふくむ６つの協力機関であり，オブ
ザ ー バ ー は 政 府 統 計 機 関 か らESRC（Economic and Social Research 
Council），国家統計局（OSN），地方政府協会，および統計理事会である。
SUFはニュースレターを発行し，メンバーであるか否かを問わず参加でき
る年次総会を開催している。政府統計の側が利用者との対話のチャンネル
を用意するのではなく，王立統計学会のてこ入れによって利用者側が団体
を構成して，統計生産についての理解を深め，利用者のニーズを提示して
生産者に影響を与えるという積極的方向をとっている。新しい活動であり，
目下のところ英国独自のものと思われる。
とはいえ，この利用者-生産者の直接的対話に関する論議は筆者からみる
となお不十分である。上にふれたがＱ会議での論議はわずかであり，ESS
の2006-2008年に行われた同業者評価の要約（Eurostat 2008）をみても，
諸形態や成果と問題点が一般的に論じられるには至っていない。上記の英
国の最近の注目すべき例をふくめて掘り起こしと検討が必要である。
利用者本位の政府統計活動
10） Office of Public Sector Informationの 説 明 に は，「 こ の 協 会（ACD：Association of Census 
Distributers）はセンサスデータを使うメンバーからなる業者協会であって，メンバーはセン
サス・データを加工して付加価値をつけ，顧客に再供給する」との説明がある。
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６．むすび−利用者本位論展開の背景・要因及び社会統計学と政府
統計活動への示唆
これまで本稿では，利用者本位に関して，原則からはじめて，利用者本
位の統計活動の主要な柱について国際的概況を紹介・論評してきた。むす
びとして，これらの利用者本位の見地の意義，その拡大の背景・要因を簡
単に指摘し，社会統計学や政府統計活動に示唆するところを述べたい。
6.1　利用者本位の原則と具体化への注目・認識の必要
１の冒頭に示した政府統計活動の原則や宣言等に，利用者の権利，利用
者に通知されるべき情報内容，そして利用者の協力がうたわれていること
をみた。これらの原則や宣言は，単なる謳い文句や建前ではなく，各国統
計機関や国際統計機関が，自ら確認する必要に迫られ，統計活動の革新や
統計品質に関する諸論議と実践の発展の指針として定められた。確認する
べきは，今日の統計生産をめぐる論議と実践の多くは，これら原則等を具
体化する形で急速に進んでいることである。この点の認識や自覚を欠くな
ら，その統計理論も統計活動も国際的レベルから大きく後れをとることを
指摘しておきたい。
6.2　利用者本位と政府統計活動の基盤・環境の変化
利用者本位を統計の品質の重要な要素とする論議と実践が展開している
背景に関しては，10年前にその大略を述べたことがある（伊藤陽一 2002a）。
その後のＱ会議等をもふりかえって，改めて幾つかを指摘してみる。
①根本に情報公開の思想の普及がある。情報公開は，国民が政府活動の状
況を把握し，監視を強め，国民本位の活動を求めることの基本にしようと
するものである。これが一種の情報活動ともみうる統計活動に及ぶと，利
用者本位の統計活動が求められることになる。この当然の広がりとともに，
②1980年代から，統計生産が，国際・国内の経済・社会の変化に対応する
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点で失敗・立ち遅れをみたことへの統計利用者や国民からの批判がある。
③特にグローバリゼーションをふくむ社会の複雑化の中で，また証拠・事
実に基づく政策論議（立案，監視，評価）の必要とともに，全国統計とと
もに地域統計への要求をふくめて，統計への要求が増大・多様化したこと
がある。④単に情報に限らず，政府活動は国民本位，国民を顧客とみる思
考が1990年前後から先進諸国で拡大した。これは，民間企業活動における
品質管理・顧客管理の思想と活動の，政府活動への浸透といえる。⑤以上
の諸点とプライバシー保護，回答者負担の軽減要求等への統計機関による
対応の立ち遅れの中で，政府統計活動への全体的不信感が広がった。ここ
に予算削減が加わった。さらに，⑥分散型システムでは利用者を主として
政府機関に限る傾向がある。この点は，英国統計理事会での指摘（UK 
Statistics Authority2010:13）に示唆された。その分析では，分散型である
ことは，統計生産が政府機関の政策と密接に対応する長所を持っていたが，
利用者を政府機関に限り，一般公衆をふくむ他の利用者を重視しないこと
になった，という。この指摘は，分散型統計システムの日本その他にもあ
てはまると思われる。ESSでの品質論議に関しては，移行国や統計に関し
て十分な発展を見ていない諸国を抱えているというEUの特殊事情も一部
にあろうかと思う（Riveiere, P. 2008，会田雅人　2009）。しかし，1990年
代前後からの，統計品質の改善をめぐる国際的な論議や実践は，今後もさ
らに継続する大勢なのである。この基本的方向の意義と論議され集約され
ている諸点の確認・理解が無ければ，公衆そして広い利用者による政府統
計への理解・信頼を広げるものとなりようがなく，いわゆる「統計環境の
悪化」の傾向を押し返す手立てを失うだろう。
6.3　社会統計学への示唆−Q会議での諸論議をも念頭に置いた統計生
産・制度論へ　
以上の論議と実践の展開は統計研究に何を求めるのか。統計研究は，統
計生産（作成）論に関して言えば，国民本位の視角から，統計活動に関す
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る諸原則の具体化の論議と実践が，どう展開されているかを考慮に入れて，
統計生産に関わる前進や問題点を指摘し，特にテクニカルな諸手法の開発，
過程の改善に向かっての提言に関与するものであるべきだろう。付録のＱ
会議のセッション一覧からも推察されるように，統計の品質論では統計生
産過程での品質確保の諸手段が広く語られている。各方面で用意されてい
るハンドブックやガイドラインは，行政データを利用した統計生産をふく
めて，今日の統計作成過程を描き，非標本誤差のすべての源泉を指摘して
これらを縮減する手段を叙述している。
研究は，一般的には，直接的・間接的に，現実の改革−われわれの場合
には，日本や世界での統計生産や統計制度の改善−に関与するべきものと
筆者は考えている。そうであるなら，統計生産・制度に関わる研究領域で
は，ますます多様化する統計利用者のニーズに対応し，回答者負担の軽減
と資源制約を前提しながら，利用者本位を一層追求しようとしている国際
統計界での論議と実践の推移に注目し検討することが焦点となろう。特に
地盤沈下の傾向の中で，統計改革を志したとみえる日本においては必須と
思われる。問題をこのようにたてると，統計生産論が，はるかに昔の狭い，
いわゆる蜷川統計学の「信頼性＋正確性＝真実性」図式をめぐる論議にと
どまっていては，現実に提起されている課題に対応する研究とは言えない
だろう。
6.4　日本の政府統計活動への示唆−関連指針等の旺盛な文書化・普及の
必要
日本の政府統計活動は，今次の統計改革の論議においては，利用者を政
府機関以外の各層に広げることを謳い，また基本計画に統計の品質向上へ
の取り組みを掲げ，ようやくにしてミクロ統計の利用への道をひらきつつ
ある。政府統計の総合窓口e-Statを開設し，統計学習サイト等を順次強化
し，「試論的品質ガイドライン」や「統計調査に対する国民の理解増進のた
めの行動指針」の設定など幾つかの前進がある。それにもかかわらず，利
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用者本位の統計活動や統計品質の改善に関する指針提示やその実践におい
て後れは否めないように思える。日本での取り組み強化に向けて幾つかを
指摘したい。
①各国では本稿の１で示した国際的な原則に基づいて，これを各国での統
計品質や利用者本位の活動に向けて具体化した規約等の基本的指針を定式
化している。この基本方針に対応する統計データの品質改善活動をより徹
底して，さらに展開したガイドラインやハンドブックで詳細を示している 
（伊藤陽一 2009，2010a，2010c）。分散型の国でも，合衆国では管理予算庁
の指針や，英国では統計理事会が実践規約（Code of Practice for Official 
Statistics）を用意している。しかし日本では，統計局のサイトが「国連官
庁基本原則」を掲載し，「試論的ガイドライン」が提示されたが，さらに日
本でどう具体化し実践するのかは見えてこない。
②統計先進諸国では，指針とともに実践結果に関する文書を多様に発行し
ている。これら文書の作成は当該担当職員自身の認識を深め，統計機関内
外の参照・学習を促し，広い統計利用者や国民に対して機関の活動をアピ
ールするものでもある。ひとつにはこういった活動を通じて，広い統計利
用者・国民からの統計機関への理解と支持が生まれるのである。この点で
の積極的・攻勢的姿勢が弱いように思われる。
③この方向での活動を強めるためには，指令塔たる統計委員会のリーダシ
ップ，統計機関での利用者本位の思想とその具体化の徹底，特に研究者・
利用者との連携が必要だろう。利用者とのコミュニケーション・対話等も
弱いように見える。日本でのひとつの特徴は，インフォーマルな形での連
携が多く，一般の研究者・利用者には，何が行われているかが見えにくい
点である。上記①，②の弱さとも関連している。
④筆者は，一国の統計活動は，制度的に政府統計として一体性・一元制を
持ってはじめて，利用者本位に，効率的な形をより全面的発揮できると考
えている。このことは，利用者に適合的な統計の作成・提供，調査への国
民や企業の協力義務の要請，個人情報・個別情報の秘匿性保持，また行政
利用者本位の政府統計活動
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資料の統計作成への活用，など，多くの点から言える。しかし，政府統計
活動が利用者本位を全面的に展開するという基本的方向に消極的であれ
ば，統計活動に対しての信頼は弱く，より効率的な運営をしているかのよ
うに見える民間企業に活動の一部を委託したり，委譲したりする論議が支
持を得ることがありうる。恐れるべきは，民間委託・委譲が拡大して，政
府統計機構が本来的に持つ利用者本位の統計活動を一体的に展開する余
地・手段を順次失い，このことがまた民間委託などを拡大する悪循環に陥
り，政府統計活動の弱体化が加速することである。
日本の学界と政府統計活動の両方において，本稿で概観した利用者本位
の統計活動の国際的動向を検討し，日本の実情に見合った形での実践につ
なぐ企ての急速な進展が期待される。
（2010年９月８日稿）
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The User-oriented Official Statistical Services
─the development of international debate and practices
Yoichi ITO
《Abstract》
This paper reviews user-oriented official statistical services in light of 
developments in international debate and practices. Here, the concept of 
“users” includes the general public. The paper covers the following points. 
(1) The vision of user-oriented statistical services was formulated in the UN 
Fundamental Principles of Official Statistics, European Statistics Code of 
Practice, and similar documents. (2) Among the elements defining the 
quality of statistical data, relevance, clarity, interpretability, and 
accessibility constitute user-orientation. (3) The public release of 
information has significantly developed both in terms of form (microdata, 
metadata, and quality descriptions of the data) and the means of access 
(websites). (4) User satisfaction surveys have been carried out in many 
countries to identify needs. (5) Various channels have been exploited to 
encourage direct user-producer dialog. The paper examines the practices of 
the U.S. Bureau of the Census and Bureau of Labor Statistics, Statistics 
Canada, the Australian Bureau of Statistics, and especially SUF (Statistics 
Users Forum) in the UK. (6) It concludes by making suggestions based on 
the overview, noting the necessity to innovate theoretical research on 
statistical production in the social statistics school in Japan and the 
necessity to enhance the user-orientation and quality management of 
Japanese official statistical services.
